






























































































連邦通常裁判所の 2001 年 1 月 29 日の判決をめぐって活発化する。そこでは、民法上の外
的組合の部分的権利能力を範型として、住居所有権者の共同体にも一定の権利能力を付与































の決議により処理することができる（住居所有権法 23 条 1 項）。決議の法的性格は多数
者間における合同行為であるとされ、多数者間の同一方向に向けられた意思表示に基づい
て、拘束力のある合意が形成される。また、集会決議は、登記なくして特定承継人に対す
る効力を有する（住居所有権法 10 条 4 項）点は、日本法と同様である。 
規約の内容を有する決議（これは代用決議などと呼ばれる。）が行われると、住居所有
権法 23 条 4 項 2文によれば、集会決議は強行規定に反しない範囲において、裁判所によ























































































































































  ②ドイツ法では、ドイツ民法典において、共有規定は、債権上の共同関係（741 条～758
条）として定められ、そこでの管理については、「共同の目的の性質に適合する正常な管
理」（745 条 1 項）ないし「衡平な裁量によれば全持分権者の利益に適合する管理」（745
条 2 項）が共有者相互に義務づけられるものとしており、それが物権編（ドイツ民法典
1008 条～1010 条）に反映され、さらに住居所有権法の基礎となっている（住居所有権法












法 26 条）、これに機関を「代表」させ（2007 年の改正による住居所有権法 27 条 3 項によ
り明確化）、また、集会決議に関する規定を置くことで、団体的な意思形成のための制度














































条 2 項）。 
なお、ドイツ法では、管理者は、秩序ある管理の一環として住居所有権者共同体を代表
して共同財産についての保険契約を締結する権限があり（住居所有権法 21 条 5 項 3 号）、
その契約の効果は共同体に帰属する。保険金請求権が発生した場合には、その請求権の行
使は、管理者の義務である。管理者は、一括請求をし、受領した保険金は当然に共同体に
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